
○各学校において特別支援教育を推進するための体制整備や
教職員の専門性向上の取組が実施される。

(1) 推進体制の整備
（指標）
・個別の教育支援計画の作成を必要とする児童等のうち、実際に個別の教
育支援計画が作成されている児童等の割合 (平成30年度：84.8％)

・個別の教育支援計画の作成に当たり、児童等本人やその保護者の意向を
踏まえつつ、関係機関等と必要な情報共有を図っている学校等の割合

(平成30年度：83.7％)
・個別の指導計画の作成を必要とする児童等のうち、実際に個別の指導計
画が作成されている児童等の割合 (平成30年度：90.9％)

・個別の指導計画又は個別の教育支援計画に、合理的配慮の提供内容に
ついて明記することとしている学校等の割合 (平成30年度：72.4％)

・校内委員会の設置割合 (平成30年度：86.1％)
・障害のある児童等に関する実態把握の実施割合

(平成30年度：95.7％)
・学校内での特別支援教育コーディネーターの指名割合

(平成30年度：84.9％)
(2) 教職員の専門性向上
（指標）
・特別支援教育に関する教職員向けの校内研修の実施率

(平成30年度：78.4％)
・教職員の特別支援教育に関する外部研修への参加率

(平成30年度：86.3％)

○学校における医療的ケアの対応に関するガイドライン等が策定
され、医療的ケア児の受け入れ体制の整備が進展する。

（指標）
・学校における医療的ケアの対応に関するガイドライン等の策定割合

(令和３年度：ー％（今年度調査予定）)

○各特別支援学校において、在籍幼児児童生徒以外の子供
及び保護者に対する教育相談が実施される。

（指標）
・特別支援学校における在籍幼児児童生徒以外の子供及び保護者からの
相談対応実施割合 (平成30年度：92.4％)

○教員の授業にICTを活用して指導する能力が向上し、各学校
においてＩＣＴを活用した障害に応じた指導が実施される。

（指標）
・教員の授業にICTを活用して指導する能力

(令和元年度：69.8％)

初期アウトカム
（R4年頃）
初期アウトカム
（R4年頃）【特別支援教育充実事業】

R3年度予算額：214百万円
（委託予定件数：39件）

インプットインプット

「特別支援教育充実事業」ロジックモデル

○各学校において、
特別支援教育推進
の取組や専門性向
上の取組が継続的
に行われ、各学校に
実践経験や専門的
知見が蓄積される。

○学校における医療
的ケア児の受け入れ
が進む。

○身近な地域での早
期からの教育相談
体制が整い、地域
格差が解消される。

○１人１台端末環
境下での障害に応じ
た指導実践事例が
蓄積され、効果的な
指導方法が確立さ
れる。

中期
アウトカム
(R6年頃)

中期
アウトカム
(R6年頃)

○全ての学校に
おいて、障害の
ある子供一人
一人の教育的
ニーズに応じた
専門性が高い
指導が受けられ
る。

○身近な地域で
早期から、障害
に応じた専門性
が高い必要な
支援が受けられ
る。

長期
アウトカム
(R9年頃)

長期
アウトカム
(R9年頃)

○障害の有無に関わらず誰もがその能力を発揮できる共生社会の実現
インパクトインパクト

①発達障害の可能性のある児童生徒等に
対する支援事業
②学校における医療的ケア実施体制充実
事業
③保健、医療、福祉と連携した聴覚障害
のある乳幼児に対する教育相談充実事業
④ICTを活用した障害のある児童生徒等に
対する指導の充実

等

アクティビティアクティビティ

○発達障害を始めとして、特別支援教育を受ける
児童生徒数が年々増加している。
○障害のある子供一人一人の教育的ニーズを把
握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難
を改善又は克服するため、適切な指導及び必要
な支援の実施が必要。
○「GIGAスクール構想」の実現による新たなICT
環境の活用による「個別最適な学び」「協働的な
学び」の実現が求められている。

・特別支援学校の児童生徒数
（出典：全国学校基本調査）
H21：6.2万人 → R１：7.5万人

・小中学校での特別な支援が必要な児童生徒数
（出典：同上）
【特別支援学級】
H21：13.5万人 → R1：27.8万人

【通級による指導】
H21：5.4万人 → R1：13.3万人

・学校に在籍する医療的ケア児数
（出典：医療的ケアに関する実態調査）
R1：9,845名

(参考)
・義務教育段階の全児童生徒数
（出典：全国学校基本調査）
H21：1,074万人 → R１：973万人

現状・問題現状・問題

○発達障害の可能性のある児童生徒等に対す
る指導について、教員の専門性の向上が喫緊の
課題。
○医療的ケア児は特別支援学校のみならず地域
の小・中学校でも増加傾向にあり、受け入れ、支
援する体制の整備、学校現場の看護師の専門
性向上を図るための実践的な研修の充実が課題。
○聴覚障害児には早期からの支援が必要である
が、身近な地域での就学前の療育の場が少なく、
地域格差がある。
○GIGAスクール構想の実現による１人1台端末
環境下での障害に応じた効果的な指導法の確
立が課題。

等

要因分析・課題設定要因分析・課題設定

（R4年度要求額（P）百万円）

①経験の浅い教員への指導・助言などのサ
ポート体制の構築や効果的な研修にかかる
実践事例の創出等
②地域の小・中学校等での医療的ケア児
の受け入れ、支援体制の実践事例の創出、
学校における医療的ケアを行う看護師を対
象とした研修プログラム等の作成
③特別支援学校（聴覚障害）における乳
幼児教育相談の実践事例の創出や相談
事例の蓄積
④ICTを活用した自立活動の効果的な指
導の在り方についての指導マニュアルの作成、
ICTを活用した職業教育に関する指導事
例の作成、高等学校段階の病気療養中の
生徒に対するICTを活用した遠隔教育につ
いての優良事例やマニュアルの作成

等

アウトプットアウトプット
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